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この研究報告は，現代労使関係・労働組合研

究会の共同研究プロジェクト：労働組合の組織

拡大政策とその研究の一環をなし，2005年度の

法政大学大原社会問題研究所の研究叢書『労働

組合の組織拡大政策とその課題』（仮題）のな

かの図書中論文として，書くことを予定してい

るもののドラフト報告である。

1989年に，連合と全労連は，それぞれ800万

人，140万人をもって発足した。結成後，組織

拡大政策を打ち出し，今日まで取り組んできた。

連合は発足後，間もなく「1000万連合」の実現

を目指すことを目標に掲げ，全労連は「200万

全労連」を目指すとした。だが，16年目を迎え

た今日，連合は700万人を割り，全労連は130万

人に減っている。ともに，当初の目標とは反対

に組織人員を減らしているのが実情である。そ

の組織人員減の最も大きな理由は，いわゆるリ

ストラによる人減らし，それによる組合員減で

ある。

だが，他方，連合と全労連は，これまで組織

拡大のため，何回かにわたる組織拡大計画を立

て，実行してきた。とりわけ，21世紀に入り，

連合は「アクションプラン21」により，拡大の

取り組みを強めてきた。それによって，拡大実

績は目標の半分近くであるとはいえ，格段に向

上した。全労連は，組織拡大基金を創設し，地

方にオルグを配置し，拡大に取り組んでいる。

このように，連合，全労連とも，中央本部，

産別・企業別組織，地方組織のそれぞれが協力

しつつ，拡大の努力を行っている。だが，率直

なところ，最もふるわないところは，産別・企

業別組織のところである。つまり，リストラに

よる人の削減を補ってあまりある拡大がなされ

ていない。もともと，本工中心主義が根強く，

そこから脱却できていないことが最も大きな原

因である。

他方，地方組織では，地域ユニオンなどを中

心に拡大の実績を上げているところもある。こ

うした地方組織の努力と相まって，企業別組合

主義からの脱皮が課題となっている。この点，

古くして新しい課題であるが，日本の労働組合

が縮小していくのか，逆に「反転」に向かうか

のキーポイントであろう。

（はやかわ・せいいちろう　法政大学大原社会

問題研究所　教授）

月例研究会（2005年９月28日）

連合と全労連の組織拡大政策と
その達成度

早川　征一郎

大原565-7月例  05.11.17  10:15 AM  ページ84


